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第５章 自転車通行空間の整備形態の検討 

１ 整備形態 

自転車ネットワークに選定された路線では、自転車は「車両（軽車両）」であり、

車道通行が大原則であることに基づき、以下の３つの道路形態を基本として整備す

る。 

 

 名称 整備イメージ 

A 自転車道 

 
 
 
 
 
 
 
 

B 
自転車専用 
通行帯 

 
 
 
 
 
 
 
 

C 車道混在 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
なお、上記の整備形態が、道路の幅員等により整備が困難な場合は、区内でも既

に整備されている「D 自転車歩行者道内での分離」形式を暫定的にネットワーク路

線とすることも可能とする。 
既に整備されている自転車歩行者道内での分離形式の例（西新井駅前さくら参道）

を次頁に示す。 
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 名称 整備イメージ 

D 
自転車歩行者

道内での分離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
今後、区内のネットワーク候補路線の整備は、交通量調査を実施したうえで、道

路管理者と交通管理者との協議により原則として上記A～Cに示した整備形態を選

定することとする。 
なお、「自転車ナビマーク」は本ネットワーク候補路線の整備対象外とする。既に

自転車ナビマークが整備されている区間がネットワーク候補路線として選定され

ている場合は、矢羽根を追加し「C.車道混在」整備とする。 

 

２ 自転車通行空間端部の処理 

自転車通行空間は連続して整備されることが求められるが、車道や歩道幅員等の

状況により連続性が担保されず、自転車通行空間が途切れてしまう箇所も存在する。

こうした状況に対応するため、自転車通行空間端部の整備手法についての参考事例

を以下に示す。なお、整備手法は、自転車通行空間の端部の道路形態を考慮し、道

路管理者と交通管理者との協議により決定する。 

 

整備例① ナビラインの設置 

整備内容 
自転車専用通行帯の始点及び終点にナビラインを設置し、自転車専用

通行帯の走行や、自転車専用通行帯が途切れた後も引き続き車道走行を

促す。自転車ナビマークは本線部分（青色の部分）に整備する。 

整備イメージ 
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整備例② 歩道部及び車道部に誘導する矢印等の路面標示の設置 

整備内容 
自転車専用通行帯の始点に自転車を車道部へ誘導する路面標示、終

点部に歩道部に誘導する路面標示を設置する。自転車通行空間の端部

において車道通行に支障があり、歩道に十分な幅員が確保されている

場合に整備の検討をおこなう。 

整備イメージ 
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３ 選定基準及び選定フロー 

（１） 整備形態の選定基準 

自転車通行空間の整備形態については、国土交通省並びに警視庁が定めた「安

全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」に準ずることとする。 
下表の通り、自動車交通量や通行速度により整備形態を選定するが道路幅員等

の状況を勘案し、交通管理者・道路管理者と協議の上、整備手法を決定する。 
以下に、上記で示した A～Ｃの整備基準を示す。 

 
表 ５.１ 自転車通行空間整備形態の選定基準 

※ 参考となる目安を示したものであるが、分離の必要性については、各地域において交通状

況等に応じて検討することができる。 

出典：安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン 

 
整備形態の選定フローについて次ページに示す。 

  

 

Ａ 

自動車の速度が 

高い道路 

Ｂ 

Ａ・Ｃ以外の道路 

Ｃ 

自動車の速度が低

く、自転車交通量

が少ない道路 

自転車と 

自動車の分離 
構造的な分離 視覚的な分離 混在 

目安（※） 速度が 50 ㎞/h 超 Ａ・Ｃ以外の道路 

速度が 40km/h 以下

かつ 

自動車交通量が

4,000 台以下 

整備形態 自転車道 自転車専用通行帯 

車道混在（自転車

と自動車を車道で

混在） 
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（２） 整備形態の選定フロー 

自転車ネットワーク計画候補路線のうち、区道における前述の A～C の整備形

態の選定フローを以下に示す。 

 

 
図 ５.１ 整備形態の選定フロー  
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【整備形態選定フローの注釈】 

 
 

  

１）自転車道の幅員は 2.0m 以上とするが、双方向の自転車道については、自転車相互のすれ

違いの安全性を勘案し、2.0m よりも余裕をもった幅員構成とすることが望ましい。 

２）双方向の自転車道が採用できる条件は次の全ての条件を満たすこと。 

①一定の区間長で連続性が確保されている。 

②区間前後・内に双方向自転車道が交差しない。 

③区間内の接続道路が限定的で自転車通行の連続性・安全性が確保できる。 

④ネットワーク区間概成段階で一方通行の規制をかけることができる。 

３）自転車専用通行帯の幅員は 1.5m 以上とするが、やむを得ない場合（交差点部の右折車線

設置箇所など、区間の一部において空間的制約から 1.5m を確保することが困難な場合）に、

整備区間の一部で最小 1.0m 以上とすることができる。 
４）自転車専用通行帯に転用可能な 1.5m 以上の幅員を外側線の外側に確保することを原則と

し、やむを得ない場合（交差点部の右折車線設置箇所など、区間の一部において空間的制約

から 1.5m を確保すことが困難な場合）には、整備区間の一部で最小 1.0m 以上とすることが

できるものとする。但し、道路空間再配分等を行っても、外側線の外側に 1.5m（やむを得な

い場合 1.0m）以上確保することが当面困難であり、かつ車道を通行する自転車の安全性を速

やかに向上させなければならない場合には、この限りではない。 
５）1.0m 以上の幅員を外側線の外側に確保することが望ましい。 

６）自転車通行空間整備後に道路や交通状況の変化により、完成形態の条件を満たすことがで

きるようになった場合。 
７）暫定形態の採用が困難な場合には、当該路線・区間を自転車ネットワーク路線から除外し、

代替路により自転車ネットワークを確保する可能性についても検討する。代替路として生活

道路等を活用する場合については、安全性や連続性に留意する必要がある。 
８）普通自転車歩道通行可の規制との併用は、前後区間に自転車専用通行帯の整備予定がある 

場合に限ること。この場合、前後区間の自転車専用通行帯の整備時に普通自転車歩道通行可

の規制を解除するとともに、その予定を事前に周知すること。 
９）例えば、2.5m が確保できる場合は、歩道側 1.5m、車道側 1.0m の位置に中央線を設置す

るなど車道に対する左側通行を誘導することが望ましい。 

10）路線の停車需要を把握したうえで自転車専用通行帯の整備の可否を検討する。 
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（３） 自転車利用環境整備パターン 
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35 

【参考】 
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（４） 路面表示のパターン 

自転車利用者に走行位置や走行方向を認識してもらうと共に、自動車運転者に

も自転車動線を認識してもらうため、法定標示の他にわかりやすいデザインや大

きさの法定外の路面表示パターンを整備形態毎に設置する。 
ピクトグラムのデザインについて、東京都内では警視庁が整備を進めているナ

ビマークを基本とする。既にナビマークが整備されている区間においては、矢羽

根を追加することにより、車道混在整備とすることで整備の早期実現が考えられ

る。 
また、矢羽根についてはガイドラインに準じた規格を基本とする。なお、夜間

の視認性を向上させる必要がある場合には矢羽根の縁に白線（高輝度タイプが望

ましい）を設置する等の対応をするものとする（※白線の幅・長さについては次

頁参考を参照）。 

警視庁ナビマーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ５.２ ピクトグラムのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン 

図 ５.３ 矢羽根の種別 

  



37 

【参考】夜間視認性向上の白線を設置する場合について 

夜間の視認性を向上させるために矢羽根の右肩に白線（高輝度タイプが望ましい）

を設置することを検討する際、白線の幅や長さの目安となるものは現行の各種マニ

ュアルや手引き等では記述がないことから、状況に応じて道路管理者とサイズを調

整して設置することが考えられる。 
なお、参考として「改定 平面交差の計画と設計 自転車通行を考慮した交差点

設計の手引（一社）交通工学研究会 R2.10」に記載のある事例を以下に示す。記

述のある整備事例は地域によって白線の幅や長さは異なる状況となっている。 
また、同手引きでは現状の施工機械の主流となる施工幅が 15 ㎝であり、狭くす

ることによる施工時間や施工ロスなどの施工性にも注意しなければならないこと

が挙げられていることから、本計画の目安幅の例を 15 ㎝として記載した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

出典：改定 平面交差の計画と設計 自転車通行を考慮した交差点設計の手引（一社）
交通工学研究会 R2.10 
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（５） 偏心型ナビラインの検討 

既にナビマークが設置された区間において、ネットワーク計画路線として整

備を進める場合、矢羽根を追加してナビラインを整備することとなる。 

その際、ナビマークと矢羽根の中心線を合わせるために矢羽根の一部が街き

ょ（側溝）のエプロン部※に重なる場合も想定される。そのため、街きょに重

なる部分を一部左右非対称として整備する「偏心型ナビライン」を検討するこ

とで自転車通行空間整備の効率的・経済的な推進を図る。 

なお、偏心型ナビラインは標準タイプより矢羽根の幅が狭くなるが、足立区

内においては側溝の維持管理面も踏まえ、エプロン部の改修は基本的に実施し

ないものとする。 

ただし、交通量が非常に多い路線や大型車混入率が高い路線等、自転車通行

の安全性に課題が生じる区間においては、状況に応じて円型側溝の採用等によ

りエプロン部を改修することも考えられる。 

※ 雨水排水を流すためのコンクリート部 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典：自転車通行空間ネットワーク計画調整会議（令和 5年 1 月 25 日）東京都建設局 

 
 
 


